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１．まえがき 

 
ひとたび大規模な地震災害が発生すれば，人命を

はじめ，電気，ガス，水道などのライフラインや道

路，鉄道，港湾などの社会基盤に甚大な被害が生じ

る．その中でも道路構造物は，地震災害後の人命救

助や応急・復旧対策における輸送経路として重要な

役割を担う．このため，道路管理者は，迅速かつ的

確な震後対応をとることが求められている． 
地震災害時に迅速かつ的確に対応していくために

は，地震災害対応の訓練の実施や，既往の地震災害

への対応から得られた知識，経験，反省点や課題な

ど（以下，本論文では「ナレッジ」と言う．）を蓄

積し，経験の浅い職員や地震災害への対応が未経験

の職員へ継承するなど，平常時から備えておく必要

がある．また，組織内における人事異動などが伴っ

ても，訓練や実際の地震災害対応から得られたナレ

ッジを円滑に継承しておき，不測の事態に対応でき

るようにしておく必要がある． 
これまでに発生してきた地震災害への対応記録や，

地震災害対応の訓練結果は資料として保管されてお

り，道路管理者にとって有益なナレッジが収録され

ている財産である．書物の形式がとられているこれ

らの資料から，必要な情報を即座に取り出せるよう

にすることにより，ナレッジの活用を図ることがで

きる．すなわち，個々に著述・編さん・保管されて

いる各資料から，道路管理者にとって有益なナレッ

ジを抽出・集約し，必要に応じて引き出せる仕組み

を構築することにより，道路管理者の震後対応能力

の向上に寄与することが期待できる．このことは，

既往文献でも指摘されており，この仕組み作りが喫

緊の課題となっている 1),2). 

現在，震後対応能力の向上を目的としたさまざまな

ツールが開発されており，上述の課題解決の一方策と

なることが考えられる．そこで，著者らは既存の有

償・無償ツールの動向を調査した．その結果，69事例
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もの既存ツールが明らかとなった．しかし，その多く

は，一般の住民を対象とし，災害時に生命を守るため

に必要な知識を向上させることに主眼を置いた教育

ツールであった．一部に地方公共団体の職員や企業の

防災対策担当者を対象とするツールも見られたが，道

路管理者を対象としたものは見あたらなかった． 

本研究では，道路管理者の震後対応能力を向上させ

るための支援策の整備を目的とした．具体策として，

既往の地震災害への対応記録や地震災害対応の訓練

に関する各種資料に収録されているナレッジを抽出して

体系化した事例データベースを構築する． 
本論文の構成として，2 章では，既往の地震災害への

対応記録や地震災害対応の訓練に関する各種資料を

収集し，道路管理者の対応行動が記載されている反省点

や課題に関する事例をナレッジとして抽出する．さらに，

抽出した事例の整理方法および整理結果を論じる． 
3 章では，資料の収集，整理から得られた震後対応に

関するナレッジの特徴や，あらかじめ定められている道路

管理者の震後対応プロセスとの関連を明らかにする．そ

れらを踏まえ，地震災害時における道路管理者の行動や

役割，事象が発生した原因などに基づいてナレッジを体

系化する． 
4 章では，道路管理者がナレッジを容易に閲覧，共有

できる事例データベースの構築について論じる． 
 

２．地震災害対応に関する資料の収集・整理 

 

これまで蓄積されてきた既往の地震災害への対応

記録や地震災害対応の訓練に関する各種資料には，道

路管理者にとって有益なナレッジが収録されている．

その中でも，1995 年の兵庫県南部地震以降の震後対

応や訓練は，兵庫県南部地震への反省が反映されて

いる部分が多い．例えば，国土交通省では，地震観

測網の充実，初動体制などを含む計画の見直し，計

画に基づいた対応訓練などが行われている 3)．また，

地方公共団体でも，被害想定調査や地域防災計画の

策定などの対策が進められてきている 4)． 

本研究では，兵庫県南部地震以降に発生した主要

な 11 地震（表－１参照）を対象とし，地震災害への

対応記録や報告書などの公表資料を収集した．また，

国土交通省内の防災業務計画などのマニュアルや，

地震災害対応の訓練に関する資料なども収集した．

その結果，57編の資料を収集することができた．こ

のうち，道路管理者の震後対応に関する記載がある

資料は 28 編であった．なお，本論文で収集した資料

のうち，公表資料を参考文献に示している 5)～12)．28

編の資料は，地震災害記録 11 編，訓練資料 14 編，

防災業務計画などのマニュアル 3編に大別された．

既往の地震災害への対応記録や地震災害対応の訓練 

表－１ 資料収集の対象とした地震災害 

震央地名もしくは地震名 ※ 発生年月日 

平成 7 年(1995 年)兵庫県南部地震 1995 年 1 月 17 日 

平成 12 年(2000 年)鳥取県西部地震 2000 年 10 月 6 日 

平成 13 年(2001 年)芸予地震 2001 年 3 月 24 日 

宮城県沖 2003 年 5 月 26 日 

宮城県北部〔宮城県中部〕 2003 年 7 月 26 日 

平成 15 年(2003 年)十勝沖地震 2003 年 9 月 26 日 

平成 16 年(2004 年)新潟県中越地震 2004 年 10 月 23 日

福岡県西方沖〔福岡県北西沖〕 2005 年 3 月 20 日 

平成 19 年(2007 年)能登半島地震 2007 年 3 月 25 日 

平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震 2007 年 7 月 16 日 
※末尾に「地震」が付かないものは震央地名を表す． 

 

に関する資料は，地震発生時の対応状況や，対応か

ら得られたナレッジを整理するうえで有益である．

また，防災業務計画などのマニュアルは，道路管理

者が取るべき震後対応の時系列的な流れの把握に有

益である．本研究では，これら 28 編を対象にナレッ

ジを抽出した． 

収集資料を確認したところ，反省点や課題として

記載されている内容にナレッジが多く詰め込まれて

いた．具体的な例は表－２に示すとおりであり，直

接的に反省点や課題として記載されているものや，

状況次第では問題が生じることが推測されるものな

どが含まれている．このため，本研究では，収集資

料の反省点や課題に関する事例をナレッジとして抽

出し，1040 件の結果を得た．抽出にあたっては，各

資料に記載されている細かな場面の描写を損なわな

いよう，記載内容に加筆や修正をせず抜き出すこと

に留意した． 

 

３． ナレッジの体系化 

 
本研究では，前章にて抽出したナレッジを，指標

を設定して体系化した． 

（１）体系化における指標と分類項目の設定 

前章にて抽出したナレッジは，多くの異なる資料

から抽出しているため，発生した事態についての表

現の仕方や説明の展開が一様ではない．これらを系

統立てて扱うためには，統一的な指標を設け，個々

のナレッジに対応づけて体系化する必要がある． 

本研究では，上述の指標として，まず，前章の整 
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表－２ 抽出したナレッジの一例 

当該事象の 

発生場面 
抽出したナレッジの一例 

地震が発生したのが，休日，年度末の人事異動

時期ということもあり，職員参集，危機管理体

制構築が遅れた． 

各班の机上に「参集職員等受付名簿」を備えて

いたが，被災状況の一報（FAX）とともに名簿

も埋もれてしまい，記載できる状況ではなかっ

たように感じられた． 

担当場所への

参集 

事務所は参集率が低かった．単身赴任の職員が

遅れた．また，参集しても指示待ちの職員がい

た． 

地震直後，早期に参集できた職員の中には，到

着後すぐに現場に出た人がおり，現場対応に追

われ，事務所に連絡する余裕がなく，職員全員

の安否確認が遅れた． 

一般回線の輻輳により職員の安否確認が遅延，

それに伴う参集職員の不安，業務への集中に対

する支障が生じた． 
安否の確認 

安否確認の手段について，171災害用伝言ダイ

ヤルの存在は忘れていたし，周知徹底していな

かった． 

道路が予想以上に被災を受け，道路パトロール

カーが通れず，また，携帯電話がほとんど不通

となり，一部では職員が徒歩で現地の情報を収

集し，伝達する事態も生じた． 

業者が複数機関と協定を結んでいる可能性が

ある．大規模被害時における委託業者の確実な

確保が必要である． 

所管する施設

等の点検 

橋梁等の重要構造物近辺は，地震時に容易に点

検できるよう，普段から除草などを行っておく

べきである． 

 

理結果から共通に整理可能な 8項目を設定した（表

－３(a)参照）．また，個々のナレッジに対して 4

項目を指標に設定した（表－３(b)参照）． 

表－３(a)は，整理対象とした資料の書誌情報に該

当する内容であり，前章の整理結果を用いて整理す

ることができる．一方，表－３(b)のうち，「行動の

主体」，「災害時の行動」，「災害時の役割」は，

道路管理者の震後対応という業務の特性に即した分

類項目を設定する必要がある．また，「反省点・課

題の原因」は，生じた事象とその原因とを関連付け

る分類項目を設定する必要がある．これにより， 

表－３ 体系化の指標とその概要 

区分 体系化の指標 概要 

資料名 ナレッジの出典資料名 

資料の著者名 ナレッジの出典資料の著者名 

参考URL 
ナレッジの出典資料がインターネット

上に公開されている場合，そのURL

資料の発行年月日 ナレッジの出典資料の発行年月日 

対象地震（訓練名）
ナレッジの出典資料が対象とする地震

（訓練資料については訓練名） 

地震発生年 
ナレッジの出典資料が対象とする地震

の発生年 

発災後の 
時間経過段階 

ナレッジの出典資料が対象とする発災

後の時間経過段階（初期体制の確立，

初期の防災業務，復旧） 

(a)

既往事例・ 
訓練結果の別 

既往の震後対応事例・訓練結果の区分

行動の主体 事象の発生に係わった主体 

災害時の行動 事象が発生した際の道路管理者の行動

災害時の役割 
事象の発生に係わった道路管理者の，

震後対応における役割 

(b)

反省点・課題の原因 事象が発生した原因 

 

道路管理者の震後対応に関するナレッジを集約した

事例データベースとなる． 

「行動の主体」の分類では，道路管理者の震後対

応における関係者を，国土交通省の事務所を軸とし

て整理した（図－１参照）．その上で，前章の整理

結果も踏まえつつ，国土交通省の事務所に加え，事

務所と密接に係わっている 11 の関係者（図－１の網

掛け部分）を分類項目として設定した． 

「災害時の行動」の分類では，国土交通省の地方

整備局における初動マニュアルなどに基づいて震後

対応行動を抽出し，ユースケース図としてモデル化

した（図－２参照）．その上で，図－２に示す 16

のユースケース（図－２の網掛け部分）を分類項目

として設定した． 

「災害時の役割」の分類では，国土交通省の事務

所の災害対策支部運営要領などに基づいて分類項目

を設定した．項目の名称は，道路管理者にとって理

解しやすいように，それぞれの役割の内容を示すも

のとした．なお，具体的な分類項目の名称は，分析

の結果と併せて後述の（２）に示す． 

「反省点・課題の原因」の分類では，JST 失敗知

識データベースの失敗まんだら 13)における原因の

分類項目に着目し，14 の分類項目を設定した． 
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図－１ 国土交通省の事務所を軸とした震後対応に係わる関係者 

 

図－２ 国土交通省の事務所を軸としたUMLユースケース図 
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ただし，分類項目の名称は，失敗まんだらにおける

原因の分類項目を準用せず，道路管理者が事象と原

因との関係性をイメージしやすい日常業務で使用し

ている用語・表現となるように留意して設定した．

なお，具体的な分類項目の名称は，分析の結果と併

せて後述の（２）にて示す． 

（２）指標に基づく体系化 

前節にて設定した指標に基づき，前章で整理した

ナレッジの体系化を行った．ここでは，道路管理者

の震後対応行動について，とくに密接な関係を持つ

表－３(b)の 4 指標に着目し，体系化の結果とそこか

ら得られた知見を論じる． 

本研究では，設定した分類項目に基づく体系化に

際して，複数の分類項目に該当すると考えられるナ

レッジは，それら複数の分類項目すべてに該当する

ものとした． 

「行動の主体」に関する各分類項目に該当するナ

レッジの事例数を表－４に示す．“事務所職員”や

“本局職員”など国土交通省の職員が多いのは，収

集した資料が国土交通省の震後対応に関するものを

主としていたことによる． 

「災害時の行動」に関する各分類項目に該当する

ナレッジの事例数を表－５に示す．“情報収集・伝

達と共有”や“内部の連絡・調整”に多くの反省点・

課題が発生している．また，“所管施設等の点検”

を行う際にも支障が生じやすいことがわかる．考察

として，情報伝達のルールに関する認知度の向上や，

連絡手段の確保など，ソフト・ハードの両面から対

策を講じる必要があるといえる． 

「災害時の役割」に対しても他の指標と同様に分

類を試みた．しかし，ナレッジの記述からでは，ど

の役割を担う道路管理者に関するナレッジなのかを

特定することが困難であった．そこで，本研究では，

国土交通省の事務所の災害対策支部運営要領などに

基づき，「災害時の役割」と密接な関係性のある「災

害時の行動」とを関連付けることにより，「災害時

の役割」を分類した．例えば，表－５中の“参集”

は表－６中(a)～(j)すべての役割に関連付けられ，

“庁舎の安全確認”は(h)および(j)に関連付けられ

るとした． 

「災害時の役割」に関する各分類項目に該当する

ナレッジの事例数を表－６に示す．(d)や(e)，(j)

のように，実際に被災の現場に向かう役割を担う道

路管理者に関するナレッジが多い．表－６には表現

できていないが，(a)～(j)すべての役割に共通した

ナレッジは 426 件であった．すべての役割に共通し

たナレッジとして，ここでは，震後対応で生じた些

細ではあるが頻発するトラブル事例の一部を示す． 

・ 情報の共有には資料をコピーし，各班に手渡す 

表－４ 行動の主体に関する分類結果 

主体の分類項目 該当する事例数 

事務所職員 545 件 

出張所職員 119 件 

本局職員 290 件 

本省職員 0 件 

都道府県職員 52 件 

市町村職員 4 件 

運輸局 1 件 

気象台 1 件 

警察 2 件 

マスコミ 1 件 

道路公社 25 件 
 

表－５ 地震災害時の行動に関する分類結果 

行動の分類項目 
該当する事例数

（重複を含む）

身の安全確保 72 件 

地震・津波情報の把握 79 件 

参集 110 件 

庁舎の安全確認 90 件 

災害対策部の設置・人員配置 154 件 

防災体制の発令 79 件 

安否確認 102 件 

所管施設等の点検 319 件 

情報収集・伝達と共有 721 件 

内部の連絡・調整 302 件 

関係機関との協議・調整 163 件 

地震時の広報 150 件 

応援・支援体制 101 件 

職員の生活対策 89 件 

避難住民の庁舎への受入れ 71 件 

復旧に関すること 118 件 

 

方法があるが，コピー機が支部室に無いため，

経理課まで行く必要が生じた． 

・ FAX が混み合い，受信にタイムラグ（30分程度）

が生じることがあった．また，相手によっては

着信確認が困難であった． 

・ 庁内放送だけでは状況を聞き逃してしまうこと

があった． 

・ TVニュースからの情報収集が行われていないこ

とがあった． 
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表－６ 地震災害時の役割に関する分類結果 

番号 役割の分類項目 
該当する事例数

（重複を含む）

(a) 
全体を把握し，体制の発令，規制，迂回路，

復旧の指揮命令を行う 
490 件 

(b) 

総務・経理に関する事務的な支部長の補佐

及び代行，改築に関する技術的な支部長の

補佐及び代行，管理に関する技術的な支部

長の補佐及び代行 

489 件 

(c) 

本部，支部内，他機関への情報連絡，体制

の起案，カメラ画像等の情報収集と IT 機

器を活用した情報提供の操作 
607 件 

(d) 
管理の現場，被災箇所の規制，迂回路の確

保，復旧方法の立案 
710 件 

(e) 改築現場の点検報告，被害箇所の対策立案 666 件 

(f) 
報道機関等への資料作成ほか広報に関す

る対応 
525 件 

(g) 
ヘリコプター・ku-SAT を用いた現地から

の情報収集 
427 件 

(h) 
職員の安否，負傷者状況の確認，車の手配，

物資の調達・補給 
460 件 

(i) 
災害対策に関して支部長が必要と認めた

業務の応援 
459 件 

(j) 
各出張所管内の情報収集及び災害復旧の

対応 
730 件 

 

表－７ 原因に関する分類結果 

原因の分類項目 
該当する事例数

（重複を含む）

認知不足 413 件 
注意・用心不足 78 件 
疲労・体調不良 3 件 
連絡不足 243 件 
手順不備 44 件 
訓練不足 105 件 
準備不足（個人） 48 件 
使用環境の変化 9 件 
組織間調整の不良（内部） 23 件 
作業要員の不足 146 件 
準備不足（組織） 614 件 
組織間調整の不良（外部） 84 件 
慣例・慣行 13 件 
安全意識の不足 4 件 

「反省点・課題の原因」に関する各分類項目に該

当するナレッジの事例数を表－７に示す．組織の準

備不足に起因する事象や個人の認知不足に起因する

事象が多く，事前準備や認識不足が主な原因となっ

ている．個人に起因する原因の中では，“認知不足”

に起因する事象が最も多い．また，“認知不足”に

よる事象の発生を抑制することにより，“連絡不足”

を原因とする事象の発生を解消できるものと考えら

れる． 

 

４．事例データベースの構築 

 

本研究では，前章で体系化したナレッジを道路管

理者が容易に閲覧，共有できる事例データベースを

構築した． 

（１）データベースの仕様検討 

a）基本方針の設定 

本研究では，利用者となる道路管理者にとって使

いやすく，メンテナンス性を確保した事例データベ

ースとなるように，次の基本方針を設定した． 

・ 使い勝手のよい検索機能を設ける． 

・ 操作マニュアルを見なくても簡単に利用するこ

とができるユーザインタフェースとする． 

・ 道路管理者のパソコン環境下でも容易に利用で

きるようにする． 

・ 保守費用のかからない稼働環境とする． 

本研究では，この基本方針を踏まえて，事例デー

タベースを構築することとした． 

b）検索機能の検討 

実現可能な検索機能はデータベースの稼働環境に

よって異なる．例えば，用語辞書を必要とする“あ

いまい検索”や，文字情報だけでなく，動画や画像

など，すべての情報源から最適な検索結果を出力す

る“ユニバーサル検索”など，多様な検索機能が存

在する． 

本研究では，前項 a）の基本方針に準じて，道路

管理者全員のパソコンにインストールされており，

基本的な操作方法であれば多くの人が習熟している

Microsoft社製の EXCELを採用した．また，EXCEL
は，事例データベースの導入に際して，新たに初期

費・運用費用もほとんどかからず，メンテナンスの

面でも優れている． 

EXCEL で実現可能な検索機能は，“カテゴリー

検索”および“キーワード検索”の一部であり，事

例データベースは，これら２つの検索機能を具備す

るものとした． 

c）カテゴリー検索の設定 

必要とする情報を確実に抽出できるにようにする

には，適切な検索機能を開発する必要がある． 
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表－８ 検索カテゴリーおよび検索可能な観点 

検索カテゴリー 検索可能な観点 

災害時の行動 

災害時の役割 

行動の主体 

「どのような組織に所属する人が

（どのような役割を担う人が）」，

「何をしている時の」といった観

点から検索可能 

発災後の時間経過段階 
「発災後のどの段階の」といった

観点から検索可能 

反省点・課題等の原因 
「どのような原因によるものか」

といった観点から検索可能 

地震発生年 

対象地震 

既往事例・訓練結果の別 

「訓練と既往地震のどちらの反省

点・課題なのか」，また，「どの（い

つの）地震なのか」といった観点

から検索可能 

 

“キーワード検索”は，検索キーワードを自由に

設定することが可能であり，各道路管理者の視点に

応じて検索ができる．一方で，“カテゴリー検索”

は，予め設定された選択肢の中から検索条件を選択

する方式である．このため，道路管理者が咀嚼しや

すいカテゴリーや選択肢を設定しておくことが重要

である． 

このことを踏まえ，本研究では，前章の表－３に

示す 12 指標のうち，道路管理者の震後対応の業務特

性の側面から有用な表－８に示す 8 指標を検索カテ

ゴリーとして設定した．なお，各検索カテゴリーの

具体的な選択肢は，後述の（２）図－５に示す． 
d）データベースの構成およびユーザインタフェー

スの設計 

本研究では，収集した資料に記載されている細か

な場面の描写を損なわないよう，記載内容を編集せ

ず克明に抽出している．このため，類似したナレッ

ジが重複して抽出され，趣旨が読み取りづらくなる

場合も考えられる． 

このことから，事例データベースは，図－３に示

すような２層による構成とした．また，各データベ

ースの利用方法として，ここでは「通常の検索」と

「要約版の検索」とに大別して説明する． 

・ 「通常の検索」は，全データベースで用いる検

索であり，収録されているすべてのナレッジを

対象に検索・抽出して表示する． 

・ 「要約版の検索」は，要約版データベースで用

いる検索であり，高頻度で利用されることが予

想される「災害時の役割」および「行動カテゴ

リー」を軸にしたマトリクス上にナレッジの要

約を表示する．また，全データベースに収録さ

れている詳細なナレッジとも関連付けられてい

るので，必要に応じて参照することができる． 

全データ
ベース

要約版データ
ベース

要約版の検索

通常の検索

 

図－３ 事例データベースの構成 

 
 

全データ
ベース

要約版データ
ベース

優先順位①

優先順位②優先順位③

 
図－４ 学習効果を高めるための検索方法の順位付け 

 

次に，本研究では，ユーザインタフェースを検討

した．まず，学習効果を高めるための事例データベ

ースの望ましい検索手順の優先度を検討し，図－４

に示す結論を得た．優先順位①では，「通常の検索」

を用いて全データベースを閲覧する．優先順位②で

は，「要約版の検索」を用いて要約版データベース

を検索し，要約版データベースから全データベース

を閲覧する．優先順位③では，「要約版の検索」を

用いて要約版データベースを検索して閲覧する．検

索画面は，「通常の検索」と「要約版の検索」とに

分けず，ひとつの画面で表現することとした．また，

上述の優先順位の設定を踏まえ，「通常の検索」を

画面上部に，「要約版の検索」を画面下部に配置す

ることとした． 

（２）事例データベースの構築 

本研究では，前節で検討した仕様に基づき，事例

データベースを構築した．事例データベースの各画

面を図－５～図－９に示す． 

検索画面は，仕様に基づいて，通常の検索の『「反

省点・課題の生データ」の検索』（図－５ 実線枠内）

および要約版の検索の『「生データを要約した結果」

の検索』（図－５ 破線枠内）としている．また，各

カテゴリーは，道路管理者が業務特性上の側面から 
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図－５ 事例データベースの検索画面 

 

図－６ 「通常の検索」の検索結果画面        図－７ 「要約版の検索」の検索結果画面  
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図－８ 反省点・課題の詳細内容の表示画面 

 

図－９ データベース追加の表示画面 
 

検索する頻度が高いと想定される順に上から配置し

た． 

前述した優先度①の検索手順で検索する場合，図

－５に示す検索画面の『「反省点・課題の生データ」

の検索』にて条件を指定して「検索」ボタンを押す

と，図－６に示す検索結果の画面が表示される．前

述した優先度②および③で検索する場合，検索画面

の『「生データを要約した結果」の検索』にて条件

を指定して「検索」ボタンを押すと，図－７に示す

検索結果の画面が表示される． 

また，図－６の通常の検索の検索結果画面では，

抽出された反省点・課題の内容が 50 文字まで表示さ
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れる．詳細な内容を確認したい場合は，「詳細内容

を見る」を選択すると，図－８の画面が表示される． 

図－７の要約版の検索の検索結果画面では，要約

した「反省点・課題の項目」，「反省点・課題の内

容」が表示される．「生データを見る」を選択する

と，図－６の通常の検索の画面が表示される． 

図－５～図－９は，完成した事例データベースの

画面を示している．ここに至る過程では，プロトタ

イプの段階で道路管理者に試用して頂き，得られた

意見に基づいて改善した．改善の主な内容は以下に

示すとおりである． 

まず，「震後対応のどの局面でどのような事象が

起こりうるかを最も知りたい」の意見に基づいて画

面のレイアウトを設計した．具体的には，検索画面

の最上部に「災害時の行動」の選択肢を，その下に

「災害時の役割」の選択肢を配置した． 

「今後のメンテナンス性を確保した事例データベ

ースとすることが望ましい」の意見に基づいてデー

タの追加機能を設けた．図－５に示す検索画面の右

上部分に配置した「データベースの追加」ボタンを

押すと，図－９に示す画面が表示される.この画面で

は，データを追加する入力フォームが表示され，1

つのナレッジにつき 1行ずつ必要項目を入力してデ

ータを追加する． 

 

５．あとがき 

 

本研究では，道路管理者の震後対応能力の向上方

策を整備することを目的として，以下のことを実施

した．既往の地震災害への対応記録や地震災害対応

の訓練に関する各種資料のうち，道路管理者の対応

について記載されている資料を収集し，道路管理者

にとって有益なナレッジ（反省点・課題）を抽出し

た．抽出したナレッジに対して，それらの特徴や道

路管理者の震後対応のプロセスと関連付け，震後対

応における行動の主体，道路管理者の行動や役割，

事象が生じた原因などの観点で体系化した．道路管

理者がナレッジを必要に応じて引き出し，容易に閲

覧・共有することが可能となるよう，事例データベ

ースを構築した． 

今後の課題としては，本研究で構築した事例デー

タベースをすべての道路管理者に配布し，利用の促

進を図ることが挙げられる．また，新たに地震災害

が発生した場合や訓練が実施された場合には，そこ

から得られたナレッジを事例データベースに加え，

収められているナレッジの拡充を図ることも挙げら

れる．道路管理者が，事例データベースに収められ

ているナレッジを自らの業務に深く係わることとし

て，より具体的にイメージできるような情報提示の

仕組みを検討するなど，道路管理者の学習効果を高

める取り組みを継続して行うことが肝要である． 

本論文は，国土交通省 国土技術政策総合研究所 

危機管理技術研究センター地震防災研究室にて取り

組んでいる研究の活動成果の一部をとりまとめたも

のである． 
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